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１．はじめに

• 2016年に起きた保護主義（国家主義）の台頭を
象徴する出来事

• 英国のEU離脱：地域統合からの離脱

• トランプ大統領の誕生：TPP離脱・地域統合から
の離脱、保護主義的政策の採用（国内産業の復
活・強化を目的とした）

• 発表の目的：

• 世界で台頭する保護主義の背景、経済的影響
についての分析。世界貿易体制の現状と将来に
ついての検討。



２．保護主義の台頭

• 実態：関税削減の行き詰まり、非関税障壁の
増加

• 背景：輸入拡大による国内経済への負の影
響（雇用喪失、賃金低下、所得格差の拡大）

• 負の影響を被る人々による保護への要求（政
治経済学的要因）

• 格差拡大の原因は貿易の拡大か？

• 影響：世界貿易の縮小 → 世界経済の低迷



関税率の低下：先進国（IMF資料）



関税率の低下：発展途上国（ＩＭＦ資料）



非関税障壁の増加（ＩＭＦ資料、
Global Trade Alert （(GTA) データ）



総所得に占める上位１％の割合（％）
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所得格差拡大の原因

• グローバリゼーション：

• 貿易（ストルパー・サミュエルソン定理：先進
国では未熟練労働者の賃金低下、輸出企業
と非輸出企業における生産性・賃金の格差）

• 直接投資（本国では高度人材への需要の拡
大→高度人材と未熟練労働者の賃金格差
拡大）

• 技術進歩：技術進歩（特にＩＴ技術）による労
働の代替

• 税制：累進性の後退



所得格差（総所得に占める上位１％のシェア）と貿易・GDP比率
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所得格差変化の要因分解（IMF)



所得格差拡大に関する研究

• Jaumotte, Lall, and Papageorgiou “Rising 
Income Inequality: Technology, or Trade and 
Financial Globalization,” IMF Economic 
Review, vol.61, no.2, 2013

• 所得格差拡大への影響は、技術進歩が大き
い

• Globalizationは貿易と直接投資により構成さ
れているが、所得格差への影響について
は、貿易よりも直接投資が強い所得格差拡
大効果を持つ



保護主義の貿易への影響

• 近年における世界貿易の低迷

• 原因：

• 世界各国における設備投資の低迷

• 貿易自由化速度の鈍化：中国を初めとして
多くの国々が自由化を実現

• 保護主義の台頭

• サプライチェーンの成熟化

• 1990年代から2007年（世界金融危機以前）
の期間は貿易が大きく拡大した特別な期
間：新常態への回帰



世界と東アジアの貿易（輸出）：10億ドル
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貿易・ＧＤＰ比率（％）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1967 1969 1971 1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015

東アジア 世界



世界各国における関税率の上昇：
1920年代・30年代



世界貿易の縮小



小括

• 近年における保護主義の台頭

• 背景：経済の低成長、所得格差の拡大

• 所得格差の拡大の要因：技術進歩による単
純労働者に対する需要の低下が大きく、貿易
拡大による影響は小さい

• 保護主義の台頭は世界貿易の減少させる可
能性があり、世界貿易の減少は世界経済に
大きな被害をもたらす

• 保護主義の進展を阻止しなければならない



３．揺れる世界貿易体制

• 世界貿易の自由化を推進し、貿易の拡大、
経済の成長に貢献してきた関税貿易一般協
定（ＧＡＴＴ）・世界貿易機関（ＷＴＯ）によって
支えられてきた世界貿易体制が機能低下に
陥っている。（自由化推進機能は停止してい
ないが、紛争処理機能は稼働している）

• ＷＴＯの下での多角的貿易交渉(ドーハ・ラウ
ンド、ＤＤＡ）の挫折

• 自由貿易協定（ＦＴＡ）、メガＦＴＡの進展

• プルリ交渉の進展（有志国によるルール構
築交渉）



ドーハ・ラウンド



自由貿易協定（ＦＴＡ）の進展

• １９９０年前後から急増

• 理由：ＷＴＯでの多角的貿易交渉の行き詰
まり、ＷＴＯでカバーされていない分野での
ルール構築（例、投資）、国際政治的要素、
ドミノ効果

• 二国間ＦＴＡからメガ・ＦＴＡへ

• メガＦＴＡ：環太平洋パートナーシップ協定
（ＴＰＰ）、東アジア地域包括的経済連携（Ｒ
ＣＥＰ）、環大西洋貿易投資パートナーシッ
プ（ＴＴＩＰ）
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ＴＰＰ交渉の経緯
• 2006年、シンガポール、ブルネイ、チリ、ニュージーラ
ンドによりFTA（Ｐ４→ＴＰＰ)が発効

• 2010年3月から米国、豪州、ペルー、ベトナムを加え
て8ヵ国で拡大TPP交渉開始、後にマレーシア、カナ
ダ、メキシコ、日本（2013年7月から）が参加し、2015
年10月5日に大筋合意、2016年2月4日署名

• 現状：2016年2月4日署名後、各国で批准に向けての
動き、署名後、2年以内に全ての原署名国が批准を
完了しない場合、原署名国のGDPの合計の少なくとも
85％を占める、少なくとも6か国が批准した後60日後
に発効：GDPシェア、米国は約６０％、日本は約１８％

• 日本は2016年12月9日に批准、米国は離脱（？）



ＴＰＰ交渉の背景
• Ｐ４：APECにおける貿易自由化の遅れ（ボゴール
目標実現に向けての動きの遅れ、1997年の早
期自主的分野別自由化（ＥＶＳＬ）の失敗）

• 2010年ＴＰＰ拡大交渉開始：東アジアにおける地

域統合の動きの活発化（ＡＳＥＡＮ＋３ＦＴＡ、ＡＳ
ＥＡＮ＋６ＦＴＡ）に対する米国の対応

• 2006年に米国が提案した環太平洋自由貿易圏
（ＦＴＡＡＰ）構築へ向けての布石

• 世界貿易機関（ＷＴＯ）での多角的貿易自由化
交渉（ドーハ・ラウンド：ＤＤＡ）の遅れ



TPP協定の特徴

• 高水準の貿易・投資自由化

• 包括的なルール構築（特徴：生
産ネットワーク構築や円滑な運
営を推進するメカニズムの導
入）

• 多様なメンバー

• 追加参加可能



TPPにおける関税削減（％）
資料：内閣官房TPP政府対策本部

27

　　　　工業製品
　　　　総計 農林水産品（品目） 　　　　　即時撤廃 　　　　関税撤廃
品目数 貿易額 即時撤廃 関税撤廃 品目数 貿易額 品目数 貿易額

日本 95 95 51.3 81 95.3 99.1 100 100
米国 100 100 55.5 98.8 90.9 67.4 100 100
カナダ 99 100 86.2 94.1 96.9 68.4 100 100
豪州 100 100 99.5 100 91.8 94.2 99.8 99.8
NZ 100 100 97.7 100 93.9 98 100 100
シンガポール 100 100 100 100 100 100 100 100
メキシコ 99 99 74.1 96.4 77 94.6 99.6 99.4
チリ 100 100 96.3 99.5 94.7 98.8 100 100
ペルー 99 100 82.1 96 80.2 98.2 100 100
マレーシア 100 100 96.7 99.6 78.8 77.3 100 100
ベトナム 100 100 42.6 99.4 70.2 72.1 100 100
ブルネイ 100 100 98.6 100 70.2 90.6 96.4 100



TPP協定の概要
第1章 冒頭規定・一般的定義章 第16章 競争政策章
第2章 内国民待遇及び物品の市場アクセス章 第17章 国有企業及び指定独占企業章
第3章 原産地規則及び原産地手続章 第18章 知的財産章
第4章 繊維及び繊維製品章 第19章 労働章
第5章 税関当局及び貿易円滑化章 第20章 環境章
第6章 貿易上の救済章 第21章 協力及び能力開発章
第7章 衛生植物検疫（ＳＰＳ）措置章 第22章 競争力及びビジネスの円滑化章
第8章 貿易の技術的障害（ＴＢＴ）章 第23章 開発章
第9章 投資章 第24章 中小企業章
第10章 国境を越えるサービスの貿易章 第25章 規制の整合性章
第11章 金融サービス章 第26章 透明性及び腐敗行為の防止章
第12章 ビジネス関係者の一時的な入国章 第27章 運用及び制度の関する規定章
第13章 電気通信章 第28章 紛争解決章
第14章 電子商取引章 第29章 例外章
第15章 政府調達章 第30章 最終規定章



TPPのＧＤＰへの効果：2030年(％)
出所： P.A. Petri and M.G. Plummer (2016)“The Economic Effects of the Trans‐Pacific Partnership:

New Estimates” Working Paper 16‐2, Peterson Institute for International Economics

米州 0.7 シンガポール 3.9
　 カナダ 1.3 台湾 0.2

チリ 0.9 タイ -0.8
メキシコ 1 ベトナム 8.1
ペルー 2.6 その他ASEAN -0.4
米国 0.5 大洋州 0.7

アジア 0.4 豪州 0.6
ブルネイ 5.9 ニュージーラウンド 2.2
中国 -0.1 その他世界 0.1
香港 1.2 欧州連合 0.2
インド -0.1 ロシア 0.1
インドネシア -0.1 その他 0
日本 2.5 世界 0.4
韓国 -0.3 TPP加盟国 1.1
マレーシア 7.6 ＴＰＰ非加盟国 0
フィリピン -0.1



ＴＰＰと他のメガＦＴＡ

• 競争的地域化（competitive regionalism)
• 交渉開始日

• ＴＰＰへの日本参加の表明：2013年3月
• 日中韓ＦＴＡ：2013年３月

• 日ＥＵ・ＦＴＡ：2013年４月

• 東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）：
2013年5月

• 環大西洋貿易投資パートナーシップ（ＴＴＩＰ）：
2013年7月



米国によるＴＰＰ離脱

• ＴＰＰ未発効

• ＴＰＰ参加国の経済へ負の影響（ＴＰＰ発効
の状況と比較して）

• ＴＰＰ未参加国に対しても負の影響：経済成
長を推進する枠組みの構築断念（TPP→ＦＴＡ
ＡＰ→ＷＴＯMark II)

• 他のメガＦＴＡ交渉の遅れ

• 米国における保護主義の台頭



プルリ交渉

• 情報技術協定（ＩＴＡ）拡大交渉：2012年5月開
始、53メンバー参加

• 環境物品（ＥＧＡ）交渉：2014年7月開始、46メ
ンバー参加

• 新サービス貿易協定（ＴｉＳＡ）交渉：2013年6
月開始、51メンバー参加



小括

• ＷＴＯでの自由化交渉が進まない中、ＦＴＡ、メガ
ＦＴＡ構想が進展した。

• メガＦＴＡの中でも、自由化度が高く、包括的な
ルールを含んだＴＰＰが合意され、企業活動を活
性化し、経済成長を促進するような環境の構築
が期待された。

• 米国によりＴＰＰ離脱により、ＴＰＰは崩壊する可
能性が高い。

• ＴＰＰの崩壊のＲＣＥＰ、ＴＴＩＰ、日ＥＵ・ＥＰＡへの
影響は？

• ＴＰＰに代わる枠組みの構築の可能性



結論
• 保護主義の進展を回避するには、経済成長が重要。

• 経済成長の実現には貿易・投資政策の自由化による
貿易・投資の拡大が有効。

• ＷＴＯでの多角的貿易自由化が進まない中、ＦＴＡ，メ
ガＦＴＡが貿易・投資の自由化・拡大に有効。

• ＴＰＰはモデルとなるような評価の高い21世紀型貿易
協定である。

• 米国のＴＰＰ離脱への対応として、いくつかの戦略が
考えられる：米国抜きＴＰＰ（ＴＰＰ１１）、ＴＰＰ１１＋ＴＰ
Ｐに関心を持つ国々（韓国、タイ、フィリピン、インドネ
シア、台湾）、ＲＣＥＰ、ＴＴＩＰ、日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の早期
妥結。日米ＦＴＡ交渉の開始。



• メガＦＴＡ（限られた加盟国との間の包括的協定）
とプルリ協定（分野別の多くの加盟国による協
定）の推進で、ＷＴＯマークＩＩを形成。

• アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）において貿易
や投資などの新分野における非拘束的、自発
的、協調的行動を進めることで、ビジネス友好的
な環境を構築する。

• 貿易自由化による調整コストを最小化するため
に、被害を受ける労働者に教育や訓練などを提
供するような枠組み（セーフティネット）を構築す
る必要がある。

• 上述したような枠組み構築で、日本の役割が期
待されるが、その役割を果たすには、日本の農
業分野を初めとして閉鎖的な分野の市場開放お
よび構造改革が重要。


